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（事業趣旨） 

第１条 幼児期及び幼保小接続期の教育の質的向上を図るため、架け橋期のアドバイザー（以下「ア

ドバイザー」という。）の育成及び派遣を推進することにより、道内各地域において、５歳児から

小学校１年生までの架け橋期のカリキュラムの策定、実施、改善等を行うための体制を構築し、幼

保小の架け橋プログラムの更なる促進を図る。 

 

（派遣対象） 

第２条 アドバイザーの派遣対象は、幼稚園、保育所、認定こども園、小学校（義務教育学校前期課

程を含む。）、特別支援学校（幼稚部又は小学部を設置する学校に限る。）、市町村及び市町村教育委

員会（以下これらを総称して「派遣対象施設」という。）とする。 

 

（職務内容） 

第３条 アドバイザーは、派遣対象施設の要請に基づき、幼保小の架け橋プログラムを推進するため

の具体的な方策に関する助言及び実践事例等の情報提供を行うものとする。 

２ 前項の助言等は、概ね次のとおり行う。 

(1) 各種研修等における講師 

 (2) 各種会議、研究会等における助言等 

 (3) 派遣対象者の個別課題等に対する助言等 

３ アドバイザーが前項の職務に従事したときは、謝金及び旅費を支給する。 

 

（育成研修） 

第４条 北海道教育庁学校教育局義務教育課幼児教育推進センター（以下「センター」という。）

は、別に定めるところにより、アドバイザーを育成するための研修（以下「育成研修」という。）

を実施する。 

 

（選定及び委嘱） 

第５条 アドバイザーは、幼保小の架け橋プログラムの推進に必要な知識経験を有する者及び前条の

育成研修を受講した者から、センターが選定及び委嘱する。 

 

（派遣申請及び実施） 

第６条 派遣対象施設は、アドバイザーの派遣を要請するときは、派遣を希望する日の１か月前まで

に、北海道電子自治体共同システムによる電子申請サービス（以下「電子申請」という。）によ

り、センターに申請するものとする。 

２ センターは、前項の申請を受理したときは、その内容を検討し、必要と認めるときは、アドバイ

ザーを派遣するものとする。 

３ 前項の派遣は、対面のほか、映像及び音声を共有して相手の状態を相互に認識しながら適切な意

思表示を行うことができるオンライン会議システムにより実施することができる。 

 

（実施報告） 

第７条 前条の派遣を受けた派遣対象施設は、電子申請により、派遣後２週間以内に実施結果をセン

ターに報告するものとする。 

 

   附則  この要項は、決定の日から施行する。 


